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第６回 熊本県議会 震災及び防災対策特別委員会会議記録（平成24年２月27日) 

 

 第 ６ 回  熊本県議会震災及び防災対策特別委員会会議記録 

 

平成24年２月27日(月曜日) 

            午後１時１分開議 

            午後２時40分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 （１） 東日本大震災による県内経済等へ

の影響について 

 （２） 地域防災計画見直し検討状況につ 

いて 

 （３） 東日本大震災による被災地域の復 

興支援状況について 

（４） その他  海岸堤防に関する基礎 

   調査について(報告) 

 （５） 閉会中の継続審査事件について 

  ――――――――――――――― 

出席委員(14人) 

        委 員 長 村 上 寅 美 

        副委員長 前 川   收 

        委  員 山 本 秀 久 

        委  員 西 岡 勝 成 

        委  員 鬼  海  洋  一 

委  員  小 杉  直 

        委  員 早 川 英 明 

        委  員 大 西 一 史 

        委  員 堤   泰 宏 

        委  員 城 下 広 作 

        委    員 松 田 三 郎 

        委  員 中 村 博 生 

        委  員 佐 藤 雅 司 

        委  員 松 岡   徹 

欠席委員(なし)         

委員外議員 

                議  長 馬 場 成 志 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 知事公室 

       知事公室長 松 見 辰 彦 

       危機管理監 牧 野 俊 彦 

危機管理防災課長 佐 藤 祐 治 

 総務部 

           部  長 駒 崎 照 雄 

       市町村局長 小 嶋 一 誠 

        人事課長 古 閑 陽 一 

      消防保安課長 原   悟 

 企画振興部 

 総括審議員兼政策審議監 河 野   靖 

        企画課長 坂 本   浩 

健康福祉部 

 総括審議員兼政策審議監 松 葉 成 正 

    健康福祉政策課長 吉 田 勝 也 

    首席審議員兼 

    健康危機管理課長 末 廣 正 男 

      医療政策課長 三 角 浩 一 

 環境生活部 

      政策審議監兼 

         環境政策課長 内 田 安 弘 

    環境立県推進課長 田 代 裕 信 

      環境保全課長 清 田 明 伸 

     廃棄物対策課長 加 久 伸 治 

 商工観光労働部 

      政策審議監兼   

 商工政策課長 田 中  典 

   労働雇用課長 大 谷 祐 次 

      首席審議員兼 

   産業支援課長 高 口 義 幸 

新エネルギー産業振興課長 森 永 政 英 

     企業立地課長 渡 辺 純 一 

       観光課長 宮 尾 千加子 

       国際課長 山 内 信 吾 

農林水産部 

       政策審議監 豊 田 祐 一 

    農林水産政策課長 国 枝    玄  
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        農産課長 本 田 健 志       

 なお、本委員会に２名の傍聴の申し込みが

あっておりますので、これを認めることとい

たします。         畜産課長 平 山 忠 一 

    漁港漁場整備課長 平 尾 昭 人 

土木部 

         部 長 戸 塚 誠 司 

        監理課長 金 子 徳 政 

    土木技術管理課長 西 田   浩 

       道路整備課長 増 田   厚  

     道路保全課長 亀 田 俊 二 

              河川課長 林   俊一郎 

        港湾課長 手 島 健 司 

        砂防課長 高 永 文 法 

        建築課長 坂 口 秀 二 

教育委員会事務局 

       教育次長 松 永 正 男 

     教育政策課長 田 中 信 行 

     体育保健課長 城 長 眞 治 

首席審議員兼 

       施設課長 後 藤 泰 之 

警察本部 

 警務部 

    参事官兼警務課長 吹 原 直 也 

  警備部  

  参事官兼警備第一課長 髙 橋 功 作  

 ―――――――――――――― 

事務局職員出席者 

   政務調査課主幹    木 村 和 子 

   政務調査課主幹   竹 本 邦 彦 

――――――――――――――― 

  午後１時１分開議 

○前川收副委員長 皆さんお疲れさまでござ

います。 

 ただいまより第６回震災及び防災対策特別

委員会を開会いたします。 

 開会に先立ちまして御報告をいたします。 

 村上委員長が所用のためにおくれるという

ことでございますので、私の方が代行で副委

員長として進行させていただきたいと思いま

す。 

 それでは、審議に入ります。 

 お手元に配付しております本日の式次第に

従い進めてまいりますが、まず、本日の概要

等について総括的に知事公室長から説明を願

います。 

 

○松見知事公室長 知事公室の松見でござい

ます。失礼ですけれども、着座のまま説明さ

せていただきます。 

 早速でございますけれども、本日の議題の

概要について御説明いたします。 

 まず、県内経済等への影響につきまして

は、引き続き、県内の企業、関係団体等から

直接その影響を聞き取り、状況の把握に努め

ております。 

 中国への食品輸出など、一部影響が残って

いる状況はあるものの、全体としては、震災

の影響はおさまってきています。 

 なお、国及び九州電力から節電要請を受け

ております電力需給は、現在のところ、ほぼ

安定的に推移しています。しかし、この夏の

需給は厳しい見通しが示されており、県とい

たしましては、節電に関する率先行動に取り

組むとともに、周知、広報に努めてまいりま

す。 

 次に、地域防災計画の見直し検討状況につ

いてですけれども、国の動きとして、年末の

12月27日に中央防災会議が開催され、防災基

本計画の見直しが行われたところです。 

 一方、本県の防災計画の検討では、国の防

災基本計画の見直しなども踏まえて見直し案

を作成し、防災計画検討委員会や県内市町村

との意見交換を通しまして内容を整理しまし

たので、本日、当面の見直し内容について御

説明申し上げます。 

 被災地域の復興、支援状況につきまして

は、被災地が依然として大変厳しい状況が続

いていることから、現地に派遣している職員
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を通じ、ニーズを的確に把握しながら、引き

続き支援を実施しているところでございま

す。 

 県内への避難者数は131世帯304人となって

おり、依然微増傾向にあることから、市町村

及び民間の支援団体等とも連携しながら、一

体となって支援を行ってまいります。 

 また、昨年３月11日に発生しました東日本

大震災から１年を迎えるに当たり、３月の５

日から11日までの１週間、県庁新館ロビーに

おいて、本県の支援や被災地の復興状況を伝

えるパネル展の開催を予定しております。 

 最後に、海岸堤防に関する基礎調査の結果

を取りまとめておりますので、あわせて御報

告させていただきます。 

 詳しい内容につきましては、この後、それ

ぞれの担当課から御説明いたしますので、よ

ろしく御審議のほどお願いいたします。 

 

○前川收副委員長 では、執行部からの説明

の後に一括して審議を行いたいと思います。

  まず、議題１、東日本大震災による県内経

済等への影響について、執行部から説明をお

願いします。 

 

○坂本企画課長 企画課でございます。 

 県内経済等への影響について御説明いたし

ます。 

 まず、資料３ページをお願いいたします。 

 東日本大震災による県内経済等への影響に

ついては、先ほど知事公室長から説明があり

ましたように、全体としてはおさまってきて

おります。 

 それでは、分野ごとに説明させていただき

ます。 

 まず、１の農林水産業分野ですが、農産物

では、平成23年産米については、原発事故に

よる在庫高不足などから強い引き合いがあ

り、前年同期より２割程度高値で取引されて

おります。 

 畜産物では、牛肉については、枝肉価格が

一時２割程度下落しましたが、現在では、ほ

ぼ平年並みに回復しております。 

 輸出品ですが、震災後に輸出量の減少が見

られた農林水産物等は、現在では、ほぼ回復

しております。 

 なお、産地証明書の発行については、２月

10日時点で19カ国599件となっております。 

 また、熊本県薬剤師会での放射線検査の件

数は、同じ時点で887件となっております。 

 中国への輸出に関しては、11月24日から、

野菜と果実、乳製品、茶及びこれらの加工品

を除いて、産地証明書の様式等の協議が調

い、その添付を条件に輸出できることとな

り、２件の申請があっております。 

 ４ページをお開きください。 

 ２の商工業分野ですが、製造業では、震災

による影響はほとんど見られなくなってきて

おります。 

 次に、輸出関係では、食品輸出について、

中国への輸出ができない状況が続いておりま

したが、11月24日から、加工食品や飲料、調

味料などは産地証明書の添付を条件に輸出が

できるようになり、２月10日までに61件の申

請があっております。 

 宿泊業については、中段の表、６から12月

期宿泊客数調査概要をごらんいただきます

と、海外からの宿泊客は徐々に回復している

ものの、円高の影響もあって、30.1％減と依

然として厳しい状況です。国内の宿泊客は、

関西以西の来訪者等の増加により10％増とな

っており、全体としては4.4％の増加となっ

ております。 

 その下の雇用関係ですが、熊本労働局によ

りますと、雇用調整助成金については、震災

前とほぼ同水準となっております。 

 ５ページをお願いいたします。 

 ３の建設業の分野ですが、県内において、

建設資材の調達不足などの影響は、現時点で

は見られていない状況となっております。 
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 次に、４の交通事業者の分野ですが、国内

線については、７月以降、ほぼ前年並みの利

用者数を回復しております。 

 国際線については、熊本―ソウル線は、５

月以降平年並みの搭乗率を確保しております

が、円高の影響もあり、外国人の利用が伸び

悩んでおります。 

 また、九州新幹線については、熊本―博多

間の利用者数は、12月までの合計が、前年比

で約４割の増加で推移しております。 

 続きまして、６ページをお開きください。 

 電力不足問題について御説明いたします。 

 まず、今冬における電力需給状況ですが、

５％以上の節電要請期間が終了し、電力需給

は、現在のところ、ほぼ安定的に推移してお

ります。 

 次に、今夏における電力需給見通しです

が、原子力発電所の運転停止が継続した場

合、厳しい状況になる見通しが示されており

ます。 

 最後に、県における対応等につきまして

は、県庁舎のピーク時節電目標を５％以上に

設定した率先行動などに取り組み、12月、１

月とも、目標を上回る削減ができました。今

後も、率先して節電に取り組むとともに、節

電に関する周知、広報に努めてまいります。 

 東日本大震災による県内経済等への影響に

ついての説明は以上です。 

 

○前川收副委員長 次に、議題２、地域防災

計画見直しの検討状況について、執行部から

説明をお願いします。 

 

○佐藤危機管理防災課長 危機管理防災課で

ございます。着座のまま失礼いたします。 

 地域防災計画の見直し状況について御説明

いたします。 

 ７ページからの地域防災計画見直し検討状

況の報告資料をお願いいたします。 

 ９ページの見開きでございますが、見直し

の全体概要をまとめております。 

 １、背景と２の見直しの実施方針は記載の

とおりでございますが、今回の大震災を教訓

に、本県の防災計画における検討課題を見直

すこととし、３点でございますが、１、地

震・津波の想定見直し、２点目として、大規

模・広域災害への対応見直し、３点目とし

て、原発事故対応の整備を実施することとし

ております。 

 ３のスケジュールでございますが、これま

でも御説明していましたとおり、２カ年度に

わたっての見直しと考えております。後ほど

御説明いたします見直しの概要といたしまし

て、24年度開催の防災会議でございますが、

これは例年梅雨の前に実施しておりますの

で、５月ごろを考えておりますけれども、そ

の時点で計画を修正したいと考えておりま

す。 

 また、来年度半ばまでには、現在調査中の

地震・津波想定の中間報告等を受けまして、

それらを反映した最終的な計画の見直しを25

年度の防災会議で行いたいと考えておりま

す。 

 次に、見直しの視点とその内容でございま

す。 

 ４番に記載のとおり、７つの視点で24年度

の見直しを実施したいと考えております。 

 最後の７番目の原子力発電所の対応以外の

６つの項目でございますけれども、これらに

つきましては、防災計画のそれぞれの箇所に

何らかの形で記載がございましたが、今回の

大震災で課題となりました中項目、丸で記載

しております20項目でございますけれども、

もう一度これらにつきまして見直しを図りま

して、それぞれの小項目、ポツのところでご

ざいますけれども、におきまして、現記載の

中にあるものにつきましては、その具体策と

か強化策について記載をいたしまして、ポツ

の新と書いておりますけれども、記載のない

ものにつきましては、新たに記載をするとい
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うような見直しを実施しております。 

 見直しの詳細につきましては、11ページ以

下に、計画の記載項目順に並べた概要で説明

したいと思いますので、よろしくお願いしま

す。 

 今回の見直しはソフト対策が中心というこ

とで、これらの６つの見直し点をもとに、可

能な限りの見直しを実施する予定でございま

す。 

 ７番目の原子力発電所事故への対応につき

ましては、これまで記載がありませんでした

ので、すべてが新規項目となります。対応体

制の整備等、４つの中項目で整理しておりま

して、これも少し詳しい概要版で御説明いた

します。 

 開きまして、10ページをお願いしたいと思

います。 

 国の動きでございますが、防災基本計画は

昨年末に見直しがなされました。県の防災計

画の見直しも、この国の防災基本計画に沿っ

た見直しを考えております。 

 １の①、②、③にありますように、最大ク

ラスの地震、津波を想定すること、津波につ

きましては、最大クラスには、まず、避難等

の対策、また、それ以外、最大クラスの津波

ではなく、頻度が高いけれども規模は小さい

津波につきましては、施設整備を含めての総

合的な対策をということで記載がされており

ます。 

 県においても、津波についての避難所の再

確認など、当面の対策は実施しておりますけ

れども、現在実施中の津波の想定調査結果を

もとにしながら、来年度も対策を検討するこ

とといたしております。 

 ④国民への防災知識の普及、⑥伝達及び避

難体制については、県の今回の見直しにも反

映いたしているところでございます。 

 ⑤研究、観測、⑦被害軽減策は、国の状況

等を見きわめてまいりたいと考えておりま

す。 

 大きな２でございますけれども、ここにつ

きましては、昨年の台風12号等の災害等を受

けての見直しでございまして、これらも今回

の見直しの中にできる限り取り込んでいると

ころでございます。 

 次に、11ページをお願いいたします。 

 防災計画、震災編の見直しの概要でござい

ます。 

 12ページ以降に点線囲みを書いております

けれども、具体的な取り組みの例でございま

す。 

 東日本大震災以降、既に取り組んでいる事

項、またはこれから取り組んでいくこととし

ている事項を具体的に書いておりますので、

これらによりまして、計画の見直し後の今後

の具体的な実施事項もあわせて御確認いただ

ければと考えております。 

 初めに、１の見直しの概要でございます

が、現行の震災対策編を地震・津波対策編に

名称を変更し、東日本大震災を踏まえ、特に

津波対策を強化拡充しております。 

 震災対策編の見直しをもとに、一般対策編

の必要な箇所は、また見直しを考えておりま

す。 

 次に、３の被害想定でございますが、現在

地震・津波被害想定調査を行っており、調査

結果に基づいた必要な見直しを平成25年度に

行うことといたしております。 

 今年度は、暫定的に、今回の東日本大震災

における津波被害の状況等を勘案して、ソフ

ト対策を中心とした当面の見直しを行ってい

るところでございます。 

 次に、第１章からでございますけれども、

防災計画自体が、第１章の総則から災害予防

計画、災害応急対策計画、災害復旧計画で成

り立っておりますけれども、今回は、災害防

災計画、災害応急対策が中心の見直しになっ

ております。 

 第１章の総則でございますが、先ほど説明

した被害想定はこの想定に入れる見込みでご
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ざいます。総則では、このほか、男女共同参

画の視点も盛り込む予定でございます。 

 次に、第２章、災害予防計画でございます

が、ここでは、災害への対応の事前の準備や

災害予防についての計画を記載しておりま

す。 

 第１節、防災知識普及計画ですが、県や市

町村等は、職員及び県民に対して、地震・津

波災害に対する正しい知識や災害予防、災害

応急措置等の防災知識の普及啓発を図り、防

災意識の高揚を図るものとされておりまし

て、その際には、マル新で新規と書いており

ますけれども、災害時要援護者への対応や男

女共同参画の視点等の配慮を新たに記載した

いと考えております。一般住民に対しまして

は、新たに、家族間による安否の確認などに

ついても検討することとしております。 

 また、学校関係におきましては、大規模地

震や津波が発生した場合の保護者等への児童

の引き渡し等についての検討や、さらに、防

災関係施設管理者に対しては、防災業務従事

者の安全対策について十分な配慮を行うよう

求めていく予定でございます。 

 また、これらに加えまして、災害教訓の伝

達等も検討するということで記載しておりま

す。 

 12ページをお願いいたします。 

 点線囲みの中でございますけれども、県で

は、防災知識の普及啓発策として、防災に関

する講演会やセミナーの開催、各種イベント

でパンフレット等を配布して啓発を行ってい

るところでございます。今後も、さまざまな

機会をとらえて、県民の防災、減災意識の向

上に努めてまいりたいと考えております。 

 次に、第２節でございます。 

 自主防災組織育成計画でございますが、組

織率が全国平均に比べて20％程度低い本県と

しましては、自主防災組織の育成を図ってい

く必要があることから、市町村において組織

の結成または既存の組織の活動の活性化を図

るため、手引を作成、配布し、取り組みの支

援をしていこうと考えております。 

 また、昨年６月の補正予算で事業化いたし

ました自主防災組織設立促進事業によりまし

て、活動時の必要な資機材の整備補助を行っ

ておるところでございます。次年度も引き続

き実施したいと考えております。 

 そのほか、点線囲みの中でございますが、

火の国ぼうさい塾やぼうさい塾卒業者のため

のエキスパートによりまして、地域の防災リ

ーダーの育成に努めているところでございま

す。これまでの受講者は470名を超えており

ますけれども、これらの防災リーダーについ

ては、今後とも、市町村の防災研修や訓練等

で、中心的役割を担っていただく予定でござ

います。 

 その防災訓練でございますけれども、第３

節の防災訓練計画では、まず、沿岸部の市町

においては、津波災害を想定した防災・避難

訓練に取り組んでいただくことを記載してお

ります。 

 県では、複数のヘリによる活動訓練を通じ

まして、災害時のヘリの運航調整体制の構築

に取り組もうとしておりまして、括弧の記載

があります、新規に実施しました天草市にお

ける防災機関の実動訓練を契機といたしまし

て、ヘリ運航調整のための組織を立ち上げる

ことといたしております。 

 市町村が防災訓練を実施する際にアドバイ

スを行う防災訓練アドバイザー派遣事業を県

で実施しておりますが、今年度３市町村、こ

れまで10市町村に対してアドバイザーの派遣

を実施しておりまして、訓練の実施を今後と

も促進してまいる予定でございます。 

 また、学校におきましては、防災教育の積

極的な位置づけを行い、地震・津波災害を想

定した避難訓練を実施するものとして、訓練

に当たっては、家庭自主防、それから地域住

民等が連携できるように工夫する旨を記載す

る予定でございます。 

 - 6 -



第６回 熊本県議会 震災及び防災対策特別委員会会議記録（平成24年2月27日) 

 次に、第５節でございますが、防災業務施

設整備計画でございますが、今回の震災で

は、市町村役場等の防災拠点施設が津波災害

で壊滅的な被害を受けまして、災対本部とし

ての機能が失われたり、著しく低下したとい

うことから、これまでの耐震化はもとより、

新たに、非常用電源設備の長時間化や浸水対

策等の停電対策の実施について検討すること

としております。あわせて、燃料の備蓄や調

達体制の検討も検討していきます。また、防

災センターの機能の強化も考えております。

また、市町村におきましては、災害発生時の

被災者の円滑な救出・救助活動等に資するた

めに、住民基本台帳等のバックアップ体制の

整備についても新規事項としているところで

ございます。 

 点線囲みの中でございますけれども、バッ

クアップ体制がもう既にできておるところが

現在４市町村ございます。また、県では、現

在、ヘリサイン、これはヘリコプターに対す

る対空表示でございますけれども、県や市町

村の防災拠点施設94カ所にヘリサインの事業

を進めているところでございます。それか

ら、県庁の防災センターのスペースを拡張し

たり、無線設備の更新や停電対策等を今後行

う予定にしております。 

 13ページ、お願いします。 

 第６節、災害備蓄物資・資機材整備計画で

ございますが、大規模災害発生時には、物資

の調達や輸送が平常時のようには実施できな

いため、新規のところでございますが、物資

の性格に応じ、集中備蓄または避難場所の位

置を勘案した分散備蓄を行う等の観点に配慮

するとともに、必要な物資については、市町

村の備蓄や流通備蓄等も勘案することとして

おります。 

 また、燃料等につきましても、物資の供給

や医療、ライフラインの復旧等に必要な燃料

の備蓄方法を検討することとしております。

検討に当たりましては、現在、石油関係団体

との災害時の燃料供給体制の構築を検討して

いるところでございまして、点線囲みにござ

いますように、来年度までには供給体制への

協定を考えております。 

 全体としましては、備蓄の品目、数量等の

点検を実施することといたしております。 

 第７節の水害・土砂災害予防計画では、消

防団員等の防災業務従事者の安全確保につい

て検討することとしているとともに、水門、

陸閘等の自動化等についても必要に応じ順次

整備することといたしております。 

 次の８節は、これまでの津波災害予防計画

を、全体を津波災害に対応することから、海

岸対策計画に変更しまして、津波災害対策全

般について内容を充実強化しているところで

ございます。ここでも、先ほどの消防団員等

の従事者の安全確保、それから水門、陸閘等

の自動化等についても記載しております。 

 また、携帯電話への一斉メール等複数の伝

達手段を確保するようにしておることでござ

いまして、特に、点線囲みの中でございます

けれども、エリアメールにつきましては、全

市町村に強力に導入を呼びかけているところ

でございます。現在21市町村がエリアメール

への加入をしているところでございまして、

年度末までには30市町村程度が検討できるか

なと考えておりますし、できましたら、梅雨

時までには全市町村が加入できればというふ

うに今のところ考えております。 

 次に、11節、建築物等災害予防計画でござ

いますが、県、市町村等の防災拠点施設につ

いて、引き続き耐震化を進めることといたし

ております。防災活動拠点につきましては7

8.3％、それから病院等の特定建築物につき

ましては既に97％近く進んでおりますけれど

も、まだまだ市町村の公共建物等がいまだ低

い状態にございますので、進めてまいりたい

と考えております。 

 第12節の公共施設等災害予防計画でも、職

員の安全確保と施設の自動化等について考え
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ております。 

 済みません、14ページをお願いいたしま

す。 

 19節、避難収容計画では、まず、避難場

所、避難路については、訓練の実施の際、新

規項目のところですが、災害特性に応じた緊

急避難場所、避難所の整理をしていただきた

いと考えております。これらにつきまして

は、別途市町村に依頼しているところでござ

います。 

 下の点線囲みの中の２つ目の丸のところに

ございますように、５月に、沿岸の14市町に

対し、緊急避難場所の再点検をお願いしたと

ころでございまして、県としては、津波の浸

水想定は出しておりませんけれども、明らか

に標高が低いところにある避難所等について

は、避難所としては適当ではないということ

で、沿岸の市町とともに見直しを進めており

まして、既に幾つかの市町におきましては、

一部の見直しが実施されたところでございま

す。 

 上の方に戻っていただきまして、新規の２

つ目でございますけれども、津波発生時の緊

急避難場所として、できるだけ高い建築物や

高台なども選定し、そこの収容人数等を把握

していきたいとも考えております。 

 また、案内標識、誘導標識等の設置、防災

マップ、津波ハザードマップ等を作成すると

ともに、新規の３つ目でございますけれど

も、徒歩避難を原則としつつも、地域の実情

に応じて、自動車で安全かつ確実に避難でき

る方策等について検討していくことにしてお

ります。 

 点線囲みの中に戻りますが、津波避難ビル

の指定も既に２市町でなされておりますし、

地震ハザードマップについては、25市町村で

作成されているところでございます。これら

につきましても今後見直しが必要になると思

っております。 

 避難所の環境整備では、換気、照明等の避

難生活の環境を良好に保つための設備の整備

を進めるものとしております。 

 避難勧告等の発令基準については、全市町

村の策定に向けて取り組んでいるところでご

ざいます。 

 下段でございますけれども、避難所運営マ

ニュアルでございますが、新規のところでご

ざいますけれども、市町村は、プライバシー

確保、男女共同参画の視点に配慮した避難所

の運営や、感染症予防、蔓延防止及び食中毒

発生予防等に対応する避難所運営マニュアル

を作成することといたしております。また、

栄養管理ができる医療関係者の配置や栄養管

理ガイドライン等を作成することといたして

おります。 

 県は、市町村の速やかなマニュアル等の作

成のため、点線囲みに書いておりますとお

り、避難所運営ガイドライン等を作成するこ

とといたしております。避難所運営マニュア

ルは、現在11市町村で作成されるところでご

ざいます。 

 15ページをお願いします。 

 応急仮設住宅建設予定場所の選定でござい

ますが、市町村は、周辺の医療機関、学校、

商店及び交通機関などの場所を総合的に配慮

して、民有地も含めた予定地の確保を図るこ

ととしております。市町村には現在調査を既

にお願いしているところでございまして、４

市町村で既に避難予定場所を確保していると

ころでございます。 

 帰宅困難者対策につきましては、徒歩帰宅

者を支援するため、県では、コンビニ等と既

に協定を結んでおりますが、さらにこれにつ

いては進めていきたいと考えております。 

 次に、20節、災害時要援護者避難支援計画

のところでございますが、市町村において、

平素から、情報の把握と共有、また、緊急避

難場所や避難路について要援護者と支援者が

共同で確認すること、また、訓練等による円

滑な避難の検証、さらに、バリアフリー化の
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施設整備、福祉避難所の指定促進等を図るも

のとしております。 

 避難支援計画につきましては、県では、下

の囲みの中に記載してあるとおり、各種事業

を通じまして市町村の策定に対して支援を進

めているところでございます。また、福祉避

難所も既に15市町村で確保済みでございま

す。 

 第21節でございますが、医療保健計画で

は、広域災害、救急医療情報システムの操作

研修、訓練を定期的に実施したり、新規項目

でございますが、医療機関と協力して、広域

災害におけるＤＭＡＴの派遣及び受け入れ体

制の整備を進めることといたしております。 

 16ページをお願いいたします。 

 第22節、災害ボランティア計画でございま

すが、ボランティアセンター設置運営訓練を

県、県社協、日赤等関係機関と連携して実施

したり、平時から、市町村、社協間での応援

協定の締結など、交流、連携の強化を図って

いくことといたしております。 

 新規事項にありますように、自己責任、自

己完結型のボランティア活動のあり方につき

まして理解を深める研修を開いたり、県外か

ら訪れますボランティアが円滑に活動できる

よう受け入れ体制を整備していくこととして

おります。 

 ボランティアセンター等の設置訓練の実績

は、囲みの中のとおりでございまして、県の

防災訓練の中だけでなく、各ブロックでも実

施されております。 

 次に、第３章、災害応急対策計画に入りま

すけれども、災害が起こった場合にどのよう

な応急対策を実施するかを掲載しておりまし

て、先ほどの予防計画とも関連するところで

はございます。 

 第２節の職員配置計画では、被災市町村応

援のための職員派遣につきまして、県職員の

派遣を検討することといたしております。 

 第４節、応援要請計画では、市町村には、

災害時相互応援協定について、市町村区域を

越える住民の広域的避難の想定などの協定内

容の充実強化に取り組むよう要請していると

ころでございます。県としても、静岡県との

協定を締結し、また、九州知事会レベルでも

相互応援協定がありまして、その受け入れに

ついて検討していきたいと考えております。 

 次に、第７節、災害情報収集・伝達計画で

は、ここにおきましても職員の安全確保に留

意いたしますとともに、平時から、訓練を通

じて、関係機関との情報交換体制の強化を図

ってまいる予定でございます。 

 次に、17ページの広報計画においても、従

事者の安全確保、メールサービスを追加した

いと考えております。 

 第９節、避難収容対策計画です。 

 避難勧告の伝達手段として、携帯電話メー

ルサービス等の伝達を追加しているところで

ございます。また、避難所運営マニュアルに

基づく避難所の管理運営を追加しているとこ

ろでございまして、その中では、避難所で生

活せず、食事のみを受け取りに来る人たち、

いわゆる自宅避難者に係る情報の把握や避難

所運営に女性の視点を入れるように考えてお

ります。また、精神科医師等、専門家による

心のケアの実施も重要な点と考えておりま

す。 

 次に、第14節でございますが、救出計画で

ございますが、新規のところでございます

が、救出、救助活動を実施する各機関の職員

の惨事ストレス対策にも取り組むことといた

しております。救出については関係機関の連

携が必要でございまして、括弧の中の訓練等

で今後も確認していくこととしております。 

 15節、医療救護計画では、災害発生直後の

急性期医療から急性期以降への医療体制の移

行等、段階に応じた適切な医療供給体制の確

保を図るとともに、新規として、救護に関与

した職員の惨事ストレス対策を図る必要があ

ると考えております。 
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 次に、18ページでございます。 

 18節の生活必需品供給計画におきまして

も、備蓄の考えを再掲いたしているところで

ございます。 

 27節の保健衛生計画では、精神的なケアも

重要視しているところでございます。 

 29節でございますが、廃棄物処理計画でご

ざいますが、瓦れき等の災害廃棄物の仮置き

場の用地の選定、確保に取り組みたいと考え

ておりまして、市町村へこれらについてお願

いしているところでございます。 

 また、１次処理、２次処理など、段階的な

処理場用地の選定に取り組むことといたして

おりまして、平時からの施設の処理能力の確

認、それから他県との廃棄物処理協定の締結

など、広域災害時の相互協力体制の整備に努

めることといたしております。 

 第30節でございますが、住宅応急対策計画

では、新規のところでございますが、県及び

市町村は、民間賃貸住宅関係団体と協定を締

結するなど、災害時における被災者の一時居

住の住宅の確保を図っていきたいと考えてお

ります。また、市町村では、応急仮設住宅の

管理運営として、心のケアや入居者によるコ

ミュニティーの形成及び運営、男女共同参画

の視点に対する配慮、必要に応じて家庭動物

の受け入れ等に配慮するものとして、県も管

理運営に協力することといたしております。 

 応急仮設住宅の建設に関しましては、社団

法人プレハブ建築協会と協定を結んでおりま

したが、今年度において、また新たに熊本県

優良住宅協会とも締結したところでございま

す。10月には、民間住宅の借り上げに関しま

して、社団法人全国賃貸住宅経営協会と協定

を結んだところでございまして、さらに、こ

れらにつきまして検討を加えていきたいと考

えております。 

 最後に、19ページをお願いいたします。 

 32節、救援物資要請・受け入れ・配分計画

では、市町村において、避難所の位置を勘案

の上、効率的に物資の受け入れ、輸送が行え

る場所を拠点集積場所として、あらかじめ選

定することといたしておりまして、県としま

しては、市町村の円滑な物資の受け入れが可

能となるように、地区ごとに中継集積場所を

あらかじめ確保して、振興局ごとになると思

いますが、あらかじめの確保を考えておりま

す。 

 避難者への効率的な物資配送のため、民間

事業者との協力体制を構築するとともに、自

宅避難者や仮設住宅入居者への救援物資の確

実な供給ができるよう取り組んでいくことと

したいと思います。 

 以上がこれまでの計画の見直しでございま

すが、冒頭に御説明しましたとおり、震災対

策編を震災・津波対策編という修正の形で見

直す予定でございます。 

 次に、20ページをお願いいたします。 

 熊本県原子力災害対策計画(素案)の概要で

ございます。 

 計画の目的でございますが、原子力災害対

策につきましては、九州内の原子力発電所で

事故等が発生し、本県へも影響が生じるよう

な事態になった場合には、本県としては、情

報収集や伝達、モニタリング、避難等の一連

の体制を準備したいと考えております。 

 当面、このような考えで体制整備を図りま

して、国の見直し状況を踏まえまして、必要

な修正を実施していきたいと考えておりま

す。 

 ２の対策本部体制でございますが、県で

は、一般災害対策と同様の災害対策本部体制

で対応していく予定でございます。また、原

子力の専門家はおりませんが、災害時の対応

についての専門知識を有する職員等を養成し

ていく予定でございます。 

 次に、災害予防計画中、情報の収集、連絡

体制の整備でございますが、現在、県では、

発電事業者や発電所所在県との情報収集連絡

体制の構築に向けまして、現在、連携を要
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請、協議中でございます。 

 住民等への情報伝達体制について、多様な

通信手段等の活用について検討していきたい

と考えております。 

 モニタリング体制の整備では、今年度の補

正で準備いたしました機材によるモニタリン

グや隣接県のモニタリング情報の共有体制を

考えておりまして、食品の検査体制も整備を

考えております。 

 また、住民避難支援、健康相談及び医療体

制では、市町村との連携による避難支援につ

いて、市町村を越える広域避難を視野に入れ

まして検討することといたしております。 

 住民避難は、自家用車利用等を原則としま

して、県や市町村は、関係機関と連携して避

難用車両を確保するとともに、船舶等による

避難も視野に入れたところでございます。 

 健康相談、医療相談では、市町村や関係機

関と連携して、対応体制の構築に取り組むこ

とといたしております。 

 21ページの４の災害応急対策計画は、実際

に緊急事態が発生した場合の対応でございま

して、事前に準備しました対応体制に基づき

まして、情報の収集、住民への伝達、広報、

住民避難、環境放射線モニタリング、飲料

水、飲食物の摂取制限等を実施することとい

たしております。 

 ５の災害復旧対策計画でございますが、継

続的な環境モニタリングの実施、風評被害に

対する対応、住民の健康相談、放射線物質の

除去、除染等に取り組むことといたしており

ます。 

 このような形で、万が一でございますけれ

ども、原発の事故があり、県内に影響が及ぶ

ことを想定いたしまして、県内で一連の対応

ができる体制をとっておきたいと考えており

ます。 

 熊本県原子力災害対策計画につきまして

は、一般対策編の中に新規項目として記載し

たいと今のところ考えております。 

 説明が長くなりましたが、以上でございま

す。よろしく御審議をお願いいたします。 

 

○前川收副委員長 それでは次に、議題３、

東日本大震災による被災地域の復興支援状況

について、執行部から説明をお願いします。 

 

○佐藤危機管理防災課長 引き続き、東日本

大震災による被災地の復興支援状況等につき

まして、22ページからの資料で御説明いたし

たいと思います。 

 24ページをおあけいただきたいと思いま

す。 

 それぞれに下線を打っておりますけれど

も、12月の本特別委員会の中で説明した以後

の修正分を下線でいたしておりますので、下

線部分が修正ということでございます。 

 まず、避難者でございますけれども、現

在、24ページにございますように、34万1,00

0人近くの方が、まだまだ全国各地に避難し

ている状況でございます。 

 それから、２番目の災害見舞金・義援金の

ところでございますが、修正分の主なところ

だけ御説明いたしております。３番目のポツ

でございますけれども、くまモン募金、子供

たちの支援のためのくまモン募金をやってお

りましたが、12月で受け付けを終了いたした

ところでございまして、1,600万円を超える

募金がなされておりまして、１月には、岩

手、宮城、福島の３県に贈呈をいたしたとこ

ろでございます。 

 １ページめくっていただきまして、人的支

援の中で、(5)でございますけれども、行政

支援として、東松島市に県と市町村の合同チ

ームを実施しておりましたけれども、これ

も、12月の委員会で御説明しましたとおり、

12月23日をもちまして当該チームの派遣は終

了したところでございまして、４月からの９

カ月間で、45市町村の職員を含めまして、延

べの523人を、短期的でございますけれど
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も、派遣したところでございまして、多くの

方々が行っておりますので、これらの方々の

報告等をもとに、計画の見直しや、また今後

の対策に当たっていきたいと考えておりま

す。 

 こういう形で短期は終わっておりますが、

次の福島県であるとか、(6)保健活動支援、

(7)被災農地の塩害対策、それから(8)、それ

から(9)と、中長期の専門的な派遣は今後も

引き続き今やっているところでございまし

て、今後とも被災地のニーズに合った人的派

遣を実施する予定でございます。 

 26ページをお願いいたします。 

 支援物資でございますが、県民からの提供

分、(1)のところでございますけれども、4月

に支援物資を受け付けまして、14万3,000点

集まっておりましたけれども、１万弱につき

ましては、なかなか支援とマッチングがうま

くいきませんで送れなかったところでござい

ます。けれども、その後、ボランティア団体

等との連携におきまして、６回に分けて輸送

したところでございまして、２月８日をもち

まして、すべての支援物資を送付したところ

でございます。非常に県民の方々の善意でご

ざいますので、何とか活用をと思っておりま

したけれども、すべてうまく送ることができ

ました。 

 それから、５番の被災者の受け入れ状況で

ございますけれども、公室長からも説明があ

りましたとおり、県内、微増の状況でござい

ます。県内の避難者数でございますが、前回

の御報告では125世帯291人と御報告しており

ましたが、今回、131世帯304人ということで

ございまして、ここ２カ月間でやはり微増で

ございまして、この状況がしばらく続いてい

る状況でございます。これらの被災者の方々

に対しましては、以下に書いておりますよう

に、公営住宅の提供であるとか、児童生徒の

就学支援であるとか、就労支援等を行ってい

きたいと考えております。 

 最後でございますが、これも公室長からの

説明にございましたとおり、28ページの最下

段でございますけれども、ちょうど東日本大

震災から１年たちますことから、被災地の復

興を応援するとともに、県民の防災意識を高

めるということでございまして、県庁の新館

の１階に「県民の広場」がございますけれど

も、そこでパネル展を開催する予定でござい

ます。１週間程度でございますが、その中に

は、書いておりますように、義援金の募集を

したり、東北３県の物産を紹介したり、それ

から、今ちょうど東日本大震災復興支援グリ

ーンジャンボ宝くじがあっておりますので、

それらの御紹介もして、少しでも被災地の支

援に役立てばと考えております。 

 説明は以上でございます。よろしくお願い

いたします。 

 

○前川收副委員長 次に、議題４、その他に

入ります。 

 海岸堤防に関する基礎調査について、執行

部から報告をお願いします。 

 

○平尾漁港漁場整備課長 漁港漁場整備課で

ございます。 

 昨年10月３日に開催されました第４回震災

及び防災対策特別委員会で求められました海

岸堤防の基礎調査に関しまして、海岸関係４

課が連携して調査した海岸堤防の高潮整備状

況について、別添報告資料に基づき、報告さ

せていただきます。 

 まず、１、海岸堤防の現況高さ等につい

て。 

 高潮対策の進捗状況及びこれまでの海面上

昇による影響に関する評価に関する調査結果

を御報告申し上げます。 

 高潮対策の進捗状況ですが、２ページをご

らんください。 

 本県における高潮要対策延長は575キロメ

ーターでございますが、これに対して、これ
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までの事業計画に基づいて高潮堤防としての

整備が完了している海岸延長が459キロメー

ターであり、県全体としての整備率としまし

ては、80％という結果でございました。 

 ３ページをお願いいたします。 

 この80％という県全体の整備率を図に示し

ております３沿岸に分割し、各沿岸に対して

評価するとどのようになるかをあらわしたも

のです。有明海沿岸域の整備率が83％、八代

海沿岸域が79％、天草西沿岸域79％の調査結

果を得、３沿岸域間の整備率及び各沿岸と県

全体の整備率に大きな遜色がないことが判明

いたしました。 

 次に、海面上昇による海岸堤防への影響に

関する評価結果について御報告いたします。 

 ４ページをお願いいたします。 

 図上に31海岸を表記しております。この31

海岸は、平成17年に本県の海岸保全基本計画

を作成するに当たり、代表海岸として抽出し

た31海岸となります。この31海岸に対して、

これまでの海面上昇も反映していると考えら

れる直近の潮位データや平成11年度の台風18

号に伴う高潮災害を踏まえた最新の計算手法

に基づき、高潮に対する必要天端高の再検証

を行っております。 

 ５ページをお願いいたします。 

 再検証の結果を図化したものです。橙色の

四角であらわした点が再検証で得た必要天端

高を、灰色で示した棒グラフが現況堤防高さ

をあらわしております。橙色の四角と灰色棒

グラフに差が出ている海岸は必要天端高が不

足するということになりますが、不足部分を

水色で着色している海岸につきましては、天

端高を確保するためのかさ上げ工事を実施し

ているところで、現状といたしまして、これ

までの海面上昇があったとしても、整備して

いる堤防高で満足している海岸が30海岸、天

端高が高潮対策上不足する海岸は河内港海岸

の１海岸で、高さが20センチ不足することが

判明いたしました。 

 １ページにお戻りください。 

 中段２の今後の対応についてでございます

が、津波に関しましては、国の中央防災会議

の最終報告を踏まえ、平成27年度に施設計画

上の津波高さに対する検討を行う予定として

おります。その検討結果を踏まえながら、必

要に応じ、堤防高さの見直しとかさ上げ等の

検討に取り組んでまいります。 

 今後の海面上昇については、国の動向を見

きわめつつ、必要に応じて、堤防高の見直し

とかさ上げ等の検討を行ってまいりたいと考

えております。 

 以上で海岸堤防に関する基礎調査について

の報告を終わらせていただきます。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○前川收副委員長 以上で説明が終わりまし

た。 

 質疑に入ります。質疑はございませんか。 

 

○小杉直委員 最初に、早目に質問しておき

ますが、佐藤課長、この立派な防災計画の見

直し案については、11ページから詳しく聞き

ましたが、これは、完成は、おさらいですけ

れども、いつごろ完成予定ですか。 

 

○佐藤危機管理防災課長 危機管理防災課で

ございます。 

 まず、ソフト対策を中心としました現在の

当面の見直しといいますか、できる限りの見

直しでございますけれども、につきまして

は、５月の防災会議に諮りますので、その時

点で一応完成だと思っております。 

 それから、ハード整備等を含めた地震、津

波の想定が出ました後の対策等につきまし

て、そこにつきましては、ソフトにも影響す

る分があると思いますし、今回見直した時点

のものもございますので、今回の大震災を受

けての見直しは、25年度の、基本的には５月

になると思いますが、５月の防災会議で見直
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したいと思います。 

 ただ、防災計画といたしましては、これは

毎年度見直すということになっておりますの

で、その都度、必要なところがございますれ

ば、毎年の見直しも実施したいと考えており

ます。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○小杉直委員 繰り返しますと、この見直し

が一応完全に終わるのは、25年の５月という

意味ですかね。 

 

○佐藤危機管理防災課長 そのように考えて

おります。 

 

○小杉直委員 御承知のとおり、災害はいつ

やってくるかわかりませんので、私もこの防

災委員会をつくるべきだと提言した一人でも

あるわけですが、正直言うて、時間のかかる

なと思うのが正直な気持ちですたいね。それ

で、それはもう総合的に見直すけんやむを得

ないところもあると思いますが、主な見直し

の大きなポイントは、津波対策がなかったと

いうことが大きなポイントの一つでしょう。 

 

○佐藤危機管理防災課長 津波対策がなかっ

たということも大きな見直しの一点でござい

ます。 

 

○小杉直委員 それで、3.11のときには、天

草に80センチ津波が押し寄せてきたわけです

ね、影響で。満潮と重なったならば、恐らく

浸水しとっただろうと当時判断されたわけで

すが、今高潮対策についてお話がありました

たいな。記憶が正確じゃありませんが、平成

11年に、不知火町で、高潮被害で約10名の方

が亡くなったというふうな過去もございます

ので、応急計画、いつ発生してもそれに対応

できる、即応できる応急計画というのを、来

年の５月までの間に、地震に伴う高潮あるい

は津波、それの面だけでもとらえる即応の応

急計画をつくることはできませんかね。 

 

○佐藤危機管理防災課長 危機管理防災課で

ございます。 

 現在も一応の対策は記載されております。

非常に手薄という部分もございますが、現在

の対策の中で応急的なものといいますか、当

面できるもの、これはもう昨年の４月の発災

直後から、例えば、避難所の見直しであると

か、それから避難路の確認であるとか、そう

いうのにつきましては、市町村を通じまして

お願いしている部分もございます。現在起こ

ったら非常に心配というのは私どもも一緒で

はございますけれども、一応の対策はできる

ものというふうには今のところ考えておりま

す。 

 

○小杉直委員 ちょっとくどいようですが、

そんならば、近々に大地震、津波、高潮発生

した場合の即応体制といいますか、即応計画

といいますか、そういうことはどういうふう

に考えておられますか。 

 

○牧野危機管理監 ただいまの御質問、私の

方から。 

 昨年の震災以降、見直しをスタートいたし

ましたが、できるところは、もう見直しつつ

取り組もうというふうな考えで進めていると

ころでございます。そこでのポイントは、先

ほど言いましたように、津波に対する取り組

みとか見つかったんですけれども、当面の取

り組みといたしましては、まず避難、そのた

めの前提となる情報、こういうふうなものは

ソフトですので、すぐ取り組めるというとこ

ろですので、例えば、情報につきましては、

津波警報なり情報なりをいち早く各自に伝達

するメールシステム、こういうふうなもの、

それから避難につきましては、避難所をつく

りかえるとかなかなかできませんので、少な
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くとも現在の避難所の中で選定をしていただ

いて指示を出していただくと、そういったも

のを市町村に年度当初からお願いいたしまし

て、まさにできるところから取り組んでいる

ということでございます。 

 ですから、完全かということになります

と、今後も引き続き充実させますが、見直し

は進めておりますけれども、できるところか

らやっているんだと。先ほどの説明資料の中

の点線の箱で入れておりましたんですが、そ

れがもう既に取り組んでいるところというふ

うなことでございます。 

 

○小杉直委員 提言も兼ねた再質問になりま

すが、佐藤課長とか危機管理監がおっしゃっ

たような方向でされるとするならば、今のよ

うなお考えをもう少し県民の皆さんにＰＲさ

れたらどうですかね。いざ、ぱっとあしたで

も発生した場合にどのような即応体制、即応

計画になっとるかということ、ちょっと――

随分、周知がまだなされていない気がします

ので、提言を兼ねて、そういう方向に対する

考え方、いかがですか。 

 

○牧野危機管理監 引き続きそこはＰＲした

いと思います。例えば、メールシステム等に

つきましては、簡単に登録できるようにとい

う見直しを含めてＰＲ等をやっておりますけ

れども、そういうふうな点も含めまして、並

行して取り組んでいきたいというふうに思い

ます。 

 

○小杉直委員 それで、来年の５月までに完

璧に仕上げるわけですが、今いろいろ答弁さ

れたことを含めて――いろいろ訓練もやっと

るでしょう、いろんな実動的な訓練もです

ね。そういう訓練もこうやってやっておる

と。もちろん、新聞、テレビでのニュースと

しては流れますけれども、県の考え方として

は、そういうふうな訓練も含めたところで、

即応できるようなことはやりながら、今総合

見直しをやっておりますというふうなＰＲを

お勧めしておきます。 

 以上です。 

 

○前川收副委員長 ほかにございませんでし

ょうか。 

 

○大西一史委員 今、小杉先生のお申し出、

本当にごもっともだなと思って横で聞いてお

りましたけれども、この県の地域防災計画自

体もこの厚さですから、私も、去年、震災直

後にこれをホームページから引っ張り出して

見たんですけれども、これを見るだけでもも

う何時間もかかってしまうような代物です。 

 今、小杉委員もおっしゃりたかったのは、

いかに機能するような計画にしておくかと、

即応できるようにするかということで、この

計画自体の見直しというのは当然いろんな形

でやっていっていただきたいと思いますけれ

ども、やっぱりそれをどう機能させるかとい

うところ、そしてそれがどう機能するのかと

いう――機能しないところがあればどこなの

かというそのチェックが、この見直しを進め

る中でやっぱりやっていただきたいことなん

ですね。 

 私、例えば、最近、火山の噴火あたりも、

ちょっと予知の面で、いろいろ将来的に出て

くるんじゃないかなと、今これをずっと探し

よったんですけれども、何ページにいったら

いいのか、探すのすら――見つけましたけれ

ども、非常に苦労するんですよね。そうなり

ますと、やっぱり実際には、本当に想定され

る地震であったり津波であったり、それか

ら、例えばそういう噴火であったりという、

その災害種別ごとにどうするのかということ

を、非常にかみ砕いたもの、それをやっぱり

市町村レベルでこれはおつくりをしていただ

くことになるんだろうと思います。そういっ

たものとの整合を、それを県と市町村、それ
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から市町村から今度はまた地域というふうに

どんどんどんどん行きますけれども、やっぱ

り第一義的には地域だろうというふうに思い

ます。 

 ですから、そういう意味では、例えば、き

のう、たまたまうちの地元でその防災訓練、

避難訓練とかがありまして、それは数百人の

方が――700人ぐらいの方がちょっと集まっ

たんですけれども、それで、いろいろ気づく

点が非常にある。一方で、こういう大きな計

画との整合という意味では、非常に難しいと

いいますか、なかなかそれが本当に、果たし

てこれが、計画自体が見直されたものが機能

するかどうかということの確認というのは非

常に難しいと思うんですよ。だから、その点

についてしっかりやっていただきたいという

ふうに思うんですが、そういう点での確認と

いうのはどうお考えですかね、今のところ

は。 

 

○佐藤危機管理防災課長 危機管理防災課で

ございます。 

 今委員の方々がおっしゃったとおり、非常

にこれを実際機能させるというのが一番大事

なところだと考えております。 

 私たちも非常に――例えば訓練にしまして

も、大きな訓練から小さな訓練がございまし

て、特に、自主防単位といいますか、地区単

位で行われる訓練が一番重要ではないかと思

っております。地区の方で、例えば避難訓練

でも結構ですし、避難訓練をしていただい

て、危険箇所がどこにある、それから避難所

がどこにある、避難所の問題点が何があると

いうようなことを把握していただきながら、

どの点を改善すればいいかということが大事

かなと思っております。 

 そういう訓練も大事だと思いますし、どう

いう形で機能するという形につないでいくか

ということでございますが、この計画のもと

に、それぞれの下部計画であるとかマニュア

ル――ちょっとマニュアルは結構書き込ませ

ていただいておりますけれども、避難所の運

営マニュアルであるとか、そういうのをつく

りながらやっていきたいのが１点ということ

でございます。もう一点は、先ほど小杉委員

の方からもおっしゃっていただきましたけれ

ども、訓練、訓練の中で確認する分が多うご

ざいますので、まず１回、避難訓練でもいい

し、市町村レベルでいきますと、市町村の総

合訓練もございますけれども、そういう訓練

も実施していただきながら、その中で確認す

ると。訓練等につきましても、市町村レベ

ル、また地域レベルに県が入っていくのはな

かなか難しいところでございますけれども、

さまざま工夫をしながらやっていくというこ

とで考えております。 

 それが２点目でございますが、３点目とし

ましては、これも、この計画を見直す中で、

毎回わかっていたところでございますけれど

も、やはりどうしても市町村が果たすべき役

割が多いということでございます。市町村と

の意見交換会、11月に引き続きまして２月で

も開催させていただきまして、市町村でどの

辺が問題なのかと、どういう支援ができるの

かというようなことも意見交換しながら、計

画の見直しを今後とも進めてまいりたいと考

えております。 

 

○大西一史委員 今いろいろお話ありまし

た。やっぱりその市町村であるとか、どんど

んより小さい単位での対策というのが非常に

重要だということ、私も非常に認識しており

ます。 

 やっぱりそことの整合がきちっととれてい

るかどうかという確認、それから、あと、市

町村から意見を聞くというお話ありました。

こういう機会、やっぱりふやしていただきた

いと思います。災害対策というのは、トップ

ダウンの部分もあるんですけれども、ボトム

アップで課題が見えてくる部分が非常に私は
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多いと思うんですよね。実際に、阪神・淡路

大震災のときなんかでも、結局全く被災状況

が官邸が把握できなかったと。私も官邸にお

りましたが、そのとき非常にびっくりしたん

ですけれども、そういう状況が機能、ワーク

していないという部分がどこにあるのか、ど

こが引っかかってくるのかというのは、常に

繰り返して訓練なり、それから、そういう情

報の共有というのをすり合わせをしておかな

ければできませんので、その点は十分やって

いただきたいということをお願いしておきま

す。 

 それともう一点、これはちょっと細かい具

体的な話になるんですけれども、緊急地震速

報というのが最近では流れるようになりまし

て、大体携帯電話なんかでも私も設定をした

りしておるんですけれども、例えば、県庁の

庁舎で一斉放送であるとか、そういったこと

というのは考えてないんですかね。緊急地震

速報を一斉に放送するとかそういったこと。 

 

○佐藤危機管理防災課長 防災課でございま

す。 

 緊急地震速報の場合、非常に短時間、もう

本当に５秒後に来たり10秒後に来たりするこ

とで、今、機械的に、いわゆるＪ－ＡＬＥＲ

Ｔを通じまして、各市町村が持っておる同報

系の防災行政無線を自動起動といいますか、

自動で起こしまして流すというのはできま

す。ただ、県庁の場合、ちょっと今県庁の放

送施設を使って自動起動してというのに至っ

ておりませんので、我々が確知しましたらす

ぐ流すというような形にならざるを得ぬとい

うのが状況でございます。 

 

○大西一史委員 緊急地震速報も、たまたま

それが来なければもうそれにこしたことはな

いわけですけれども、速報が、要は聞けなか

ったか聞けたかで、身構え、随分私は違うと

思うんですよね。 

 震度５強のとき、菊池、それこそ前川先生

のところの地元で遭ったときに、私も――あ

れ、11時半位ですかね、もう電話で携帯がが

んがん鳴ったんですね。それで、これはとい

うふうに思って身構えて、テレビなり、とに

かく身の回りのものをこうやって押さえたと

いうことがありましたけれども、そういう構

える、構えないで随分違うので、そういった

せっかくのＪ－ＡＬＥＲＴなり何なり使える

ものがあっても、それが今の放送設備、なか

なか全体改修するというのは難しいかもしれ

ませんが、やっぱり少なくとも県庁であると

か、それからそういう市町村であるとかとい

う行政機能というのは、非常にそういう面で

は対策を打っておかなければ私はならないん

じゃないかなというふうに思いますので、今

後そういうことをやっていただきたいという

ふうに思いますけれども、いかがでしょう

か。 

 

○佐藤危機管理防災課長 危機管理防災課で

ございます。 

 今、大西委員もおっしゃったところでござ

いますけれども、私どものメール登録にして

いただきますと情報として入りますし、今エ

リアメールを進めておりますけれども、エリ

アメールの形でも緊急速報は入るようになっ

ておりますので、ぜひ、今市町村にお願いし

ているのは、エリアメールをすれば、携帯を

持っておれば、一応対応機種だけでございま

すけれども、対応ができる機種につきまして

は、緊急速報は携帯の形で入るということで

ございます。済みません。 

 

○前川收副委員長 いいですかね。 

 

○大西一史委員 いいですよ。 

 

○前川收副委員長 ほかにございませんでし

ょうか。 
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○鬼海洋一委員 報告いただいた４点の中で

２点だけ質問とそれから要望申し上げたいと

いうふうに思います。 

 １つは、ちょっとくどいようになりますけ

れども、昨11月議会でも１つ問題提起をいた

しました。それは、昨年の3.11災害以降の熊

本県経済の状況でありました。今御報告いた

だきまして、それぞれの業種ごとに、ほぼ回

復、あるいはそれ以上の機運になっていると

いうようなお話でありましたが、しかし、こ

れ以降どうなっていくかということで非常に

心配をすることがあります。基本的には円高

が作用していることでありますが、実は、車

関係や、あるいは、特にこれまで熊本県の主

力産業でありましたＩＣ関連、こういうとこ

ろが、私の耳に入ってくるだけでも、海外へ

のシフトが具体的に進められているようであ

りまして、この夏の電力の需給状況を判断す

る上で、恐らくは、あと半年後ぐらいには雇

用問題で大変大きな問題になってくるんじゃ

ないかというぐあいに実は心配をいたしてお

ります。 

 先ほど、６ページで電力の需給状況につい

ては御報告いただきまして、この冬は何とか

乗り切った、しかし、この乗り切った状況

も、それぞれの家庭は家庭なり、あるいは企

業は企業なりが、これ以上できないというぎ

りぎりの状況での節電が功を奏して、こうい

うぐあいになったんじゃないかというふうに

思っておりますが、依然として、ことしの夏

の電力の需給計画については、不安定な状況

になっているというのが御説明いただいた中

でも見ることができるんじゃないかというふ

うに思っています。 

 先般、テレビで、古川大臣とそれから自民

党の林政調会長代理の討論があっておりまし

た。この中でも林代理の方から強く指摘され

ておりましたが、このエネルギーの将来展望

というのがまだ政府としてはっきり示されて

いない、そういう状況のもとで、日一日刻々

と日本の産業空洞化が始まっている現状につ

いてどう考えるかという、こういう指摘もあ

っておりまして、私としては、まさしくその

とおりだというふうに思っておりましたけれ

ども、そういう状況のもとで、これからの熊

本県における想定される事態にどう備えてお

くかということについては、今１つ取り上げ

ておく必要があるんじゃないかというふうに

思います。 

 そこで、そういう影響を受ける企業、産業

に対する何か支援措置があっているのかどう

か、あるいはそういうものに対する県として

の実態把握であり、あるいは適切なアドバイ

スと支援の状況についてどうお考えなのか、

まず、このことをお伺いしたいと思います。 

 

○前川收副委員長 経済的な視点からの支援

等々のことでしょうね。 

 

○高口産業支援課長 産業支援課でございま

す。 

 県の、特に、製造業を中心とした産業界へ

の影響につきましては、テクノ産業財団の方

で定期的に今影響等について把握をしており

ます。 

 震災の影響、それから円高の影響、いろん

な要因がありますけれども、それについてそ

れぞれ把握しておりまして、現時点で地場企

業の方からの影響としては、やっぱり円高に

ついての影響がありますというのが大勢を占

めております。 

 震災の影響に関しましては、影響がありま

すというお答えは、前回９月には29％ぐらい

ありましたけれども、12月の段階では20％ぐ

らいまでだんだん落ち込んできております。

その分、逆に円高の方に対する不安が……。 

 

○前川收副委員長 電力需要については…

…。 
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○高口産業支援課長 電力に関しては、現

在、地場企業に関しては、対策をとっておる

ところ、とってないところありますけれど

も、主に地場企業さんは、例えば、断熱対策

とか、ＬＥＤに変えるとか、とりあえずは、

自分たちのやれるところから今やっていらっ

しゃる状況です。 

 

○前川收副委員長 それに対する何か手当て

はやっているんですかという意味です。 

 

○高口産業支援課長 現状では、財政的な支

援は当課の方ではございません。 

 

○前川收副委員長 ほかの課であるところあ

りますか。――ないですね。 

 じゃあ、引き続き鬼海先生。 

 

○鬼海洋一委員 円高が非常に大きなファク

ターだということはよく承知をしているんで

すが、しかし、今それぞれが私のところに相

談があるんですね。この前、昨年もちょっと

報告をいたしましたように、この安定供給と

いうものが、現在の企業の生産上、工程とい

う構造上の問題として非常に困ると。だか

ら、この上では、日本の中における生産とい

うのは非常に難しい、だから外に行きます

と。こういう話が何件か私のところにあって

いるもんだから実は今申し上げたわけですけ

れども、もういよいよ人員整理をやります

と、あるいはこの工場をどういうぐあいに使

用するかという、ちょっと相談に乗ってくれ

ませんかなんていうところまでの相談も来て

いるわけであります。できるだけ、これから

進んでいく熊本県経済、産業界の動向につい

て深く目を向けていただいて、それらの課題

にこたえるための体制、あるいは支援策をど

うするかということをぜひ御検討いただきた

いということを申し上げておきたいと思いま

す。 

 

○前川收副委員長 ほかにございませんでし

ょうか。 

 

○松岡徹委員 ３点ほど。 

 １つは、さっき小杉委員、大西委員からお

話があったことと関連してですけれども、以

前、見直しを進めていくと、きょうの報告で

もかなり努力されて前進していると思うんで

すけれども、同時に、来年５月にまとまるけ

れども、それまでどうするかという点で、以

前、９月のときに提起したかと思いますけれ

ども、京都みたいに暫定計画的に、いわば煮

詰まったところから、それはそれとして、計

画として暫定的なものであっても進めていく

といいますかね、そういう二段階的な対応が

必要じゃないかなと。 

 いつか議案説明会のときに蒲島知事にもそ

のことを申し上げて、知事も、やれるところ

からやっていきますというような形の答弁だ

ったけれども、その点はいかがかというのが

１つと――これはもう答弁要りません。私の

意見ですね。 

 次は、この地域防災計画、相当厚いんです

けれども、防災は、予防、応急、復旧、復興

というか、そういう流れになるかと思います

が、これで見て、第２章が災害予防計画にな

っているんですね、これはね。その中で、水

害とか高潮とか地すべりとかずっとあるわけ

ですけれども、今問題になっている震災と原

発、そういうのを、ここの災害予防計画の第

２章のところでも１つの節として上げる必要

はないのかなと。それぞれ震災のところでま

た予防は予防であるんですけれども、ちょっ

とこの地域防災計画を改めて今度チェックし

よって、そういう点がどうなのかなとちょっ

と思いましたので。 

 それからもう一つは、これは教育政策課の

方になるかと思いますが、原子力災害対策計
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画の御報告がありましたけれども、この災害

予防計画の21ページの一番上の原子力災害等

に関する普及・啓発、訓練の実施というとこ

ろで、原子力災害等に関する知識等の普及、

啓発に努めるとありますが、学校教育の場で

の原子力教育といいますか、今御承知のよう

に「わくわく原子力ランド」というか、あれ

は今もう余りにもひどいのでなったんだけれ

ども、その後の副読本は、県としては何を使

っているのかなということですね。 

 その２点をちょっと伺いたいと思います。 

 

○佐藤危機管理防災課長 危機管理防災課で

ございます。 

 先ほど管理監から御説明をしたとおりでご

ざいまして、計画ではございませんが、当面

やれることは、先ほど括弧書きの中にもござ

いましたとおり、今実施できるものはもう既

に実施に入っているところでございますの

で、そういう形でやりたいと思います。 

 それから、原子力対策につきまして、どこ

のどういう形でということでございますが、

先ほどちょっと一般対策の中でということで

ございまして、今大きくは、一般対策編と震

災対策編の２つに分かれております。原発事

故対応という形で、立地県等では、原発対応

編というのを別個つくっているところもござ

いますが、全体としては、一般対策の中で実

施したいと考えておりますので、一般対策の

中で熊本県特殊災害対策計画というのがござ

いますので、それらの中の位置づけにする

か、もう一つは、航空機の対策とか、海上災

害対策ございますので、その並びで節として

入れるか、そのちょっと２通りについて今検

討中でございまして、また検討委員会の中で

そこら辺は検討していきたいと考えておりま

す。 

 

○前川收副委員長 教育委員会、答えます

か、副読本の話。わくわく原子力、その後の

話。 

 

○田中教育政策課長 原子力教育の関係で

は、ちょっと私ども詳細は承知しておりませ

んけれども、義務教育の小学校、中学校それ

ぞれで、中学生のための放射線副読本と、そ

れから高校生も含めて放射線の副読本という

のを使ってやっているという状況でございま

す。 

 

○松岡徹委員 この放射線等に関する副読本

というのが、今お話がありましたけれども、

これは、いろいろ調べてみたら、委託先は、

日本原子力文化振興財団といって原子力業界

が1999年につくった財団なんですよ。それ

で、理事長とか理事なんかも、東京電力の幹

部とか中国電力の幹部とかが入った財団につ

くってもらった本なんですよ。ですから、中

身は、放射能は自然にも日常生活でもあっ

て、いわば普通なんですよと。がんも、普通

のたばことか何かと、それでがんができるそ

の中の一つですとか、もちろんチェルノブイ

リやスリーマイルなんかもないし、福島のこ

ともほとんど書いてなくて、要するに、何か

新たな安全神話教育のような本になっとるん

ですよ。 

 私は、いわば原子力災害について、県の防

災計画の見直しの中で改めて位置づけて、具

体的に――きょうも御報告があったように、

している中で、小学校、中学校、高校に対す

る教育では、何かそれと全く違った、原子力

は大丈夫なんだというのがベースになった副

読本が使われているというのは、本当におか

しな話だと思うんですよ。これは今使ってい

るということだけれども、私の意見として

は、もうやめるべきだと、そういうのは。や

っぱり本当に、今さっきも報告があったよう

に、34万人余が、今まだ避難生活されている

わけでしょう。そして、福島の子供たちがど

ういう状況にあるのか、そういうのを考えた
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ときに、小学校、中学校、高校の子供たちに

今何を教えにゃいかぬのかということを考え

た場合に問題があると思うんですけれども、

答えにくいと思いますが、いかがですか、御

意見。 

 

○田中教育政策課長 先ほどお話ししました

この放射性副読本、これは、発行は文部科学

省でございます、今使っておりますのは。 

 

○松岡徹委員 そんなの当たり前なんだ。文

部科学省が委託したところがどこかという話

をしているわけだ。 

 

○田中教育政策課長 著作、編集につきまし

ては、放射線等に関する副読本作成委員会と

いうんでございまして、委員長は大学の教

授、それから委員は、いろいろな大学教授と

か教諭等を含めた委員の方々で構成されたも

のとして発行されておりますところでござい

ます。 

 

○松岡徹委員 それはそうなんですけれど

も、形はそうなんだけれども、実際委託した

ところはそこなんだということを言っている

わけです。それはもちろん財団が直接するわ

けじゃないわけですけれども。中身がまた僕

が言ったような形になっているというその関

連で。そういうのはやっぱり今の時期に、原

子力災害でこれだけ国民が苦しんでいるとき

に、学校現場で教えるものかということです

よね。 

 

○前川收副委員長 御意見、御要望というこ

とでよろしいですかね。 

 

○小杉直委員 18ページ、産廃課長の加久課

長でもいいし、松見室長でもよかわけです

が、瓦れきの撤去、去年、発災直後しばらく

して、熊本市を含めて県内の市町村が、２～

３、瓦れきの撤去について協力しましょうと

手を挙げましたが、その後、放射能汚染が社

会問題になって、みんなその手はおさめてし

まっておられるわけですが、御案内のとお

り、もう瓦れきの処理は国を挙げて国民一致

して協力せぬと、まだ数％の処理しかできて

いないということで、大きな今後の復興の障

害になるわけですが、この熊本県の場合に

は、一般廃棄物ですから市町村の役目と言い

ながらも、放射能を含めたところの汚染を十

分検査して、安全ならば瓦れき処理に協力す

るというふうな方向性について考え方はあり

ませんか。 

 

○加久廃棄物対策課長 廃棄物対策課でござ

います。 

 委員御指摘の災害廃棄物の件で広域処理に

ついてでございますけれども、もう委員も御

承知のとおり、災害廃棄物は、一般廃棄物で

ございます。したがいまして、処理は市町村

がすることとなっておりますけれども、原因

発生の市町村では処理ができないということ

で、現在、国の方からは広域処理ということ

で、各それぞれ市町村に対して依頼があって

いるところでございます。 

 受け入れるか否かにつきましては、したが

いまして、市町村が判断することとなります

けれども、受け入れた以上は、市町村はその

管理責任者として責任を持たなければならな

いということから、現在のところは、環境省

が昨年10月に希望をとりましたけれども、検

討しているところはなかったというところで

ございます。 

 なお、本県といたしましては、国から県を

通しての広域処理についての協力依頼の文書

やあるいはパンフレット等、市町村の方に情

報提供しているところでございます。 

 広域処理が必要であることは十分に認識し

て関心を持って臨んでおり、現在、全国の受

け入れ状況のデータや国の制度運用につきま
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して、調査をしているところでございます。 

 いずれにいたしましても、受け入れるとこ

ろが、まだ今のところ東京都がメーンになっ

て受け入れている１カ所ということでござい

ますので、そういったもののデータもいろい

ろと参考にして、その上で、最終的に市町村

の方で受け入れの検討をされることになろう

かと思います。そのためのデータ等の収集に

ついて今現在努めているというところでござ

います。 

 

○小杉直委員 確認ですが、国の方針を受け

て、熊本県で県内の市町村に受け入れるとこ

ろはありませんかという問い合わせはやって

いるんですか、やっていないんですか。 

 

○加久廃棄物対策課長 それにつきまして

は、10月の段階で１回、国の方からの照会を

受けて、私どもを通してやったところでござ

います。 

 

○小杉直委員 その結果はどうでしたか。 

 

○加久廃棄物対策課長 その結果につきまし

ては、今申し上げたとおり、検討していると

ころは現在のところないというところでござ

います。 

 

○小杉直委員 なら、一委員としての要望で

すが、２度ほど現地を視察に行きましたけれ

ども、行った方もたくさんおられると思いま

すが、もう瓦れきの撤去した後は、空爆、空

襲に遭ったような、焼け野原的な現況になっ

ているわけですが、莫大な瓦れきを撤去しな

くてはどうしても復旧も復興も進まないとい

う現状ですから、一委員としては、熊本県の

方も、瓦れき撤去に協力する方向で考えてい

ただきたいなという要望で結構でございま

す。 

 

○西岡勝成委員 海岸堤防に関する基礎調

査、早速行っていただきましてありがとうご

ざいます。 

 この１ページ、私、奇異に思ったんですが

「その結果、31海岸のうち、30海岸について

は、これまでの海面上昇があったとしても、

整備している堤防高で満足することが判

明」。これはえらいと思うんです。これは、

今の平常時の海面上昇、海面が20～30センチ

温暖化で上がっているような話ですけれど

も、そういう中での、台風時じゃなくて、普

通の状態の中での話なんですか、それとも、

台風が来て高潮になったり、そういうときの

話ですか。 

 

○平尾漁港漁場整備課長 これにつきまして

は、温暖化と特定するわけには申し上げられ

ませんが、近々の潮位データをもとにして、

台風が発生したという条件下で堤防の高さを

再検証した結果でございます。 

 

○西岡勝成委員 ということは、台風が来ま

すと気圧が下がりますので、海面が上昇しま

すよね、不知火のあの災害みたいに。そうい

うことがあっても、大体９割は大丈夫だとい

うようなくらいだといいんですけれども、え

らいこれは非常に何か楽観的な感じがしてな

らないんですけれども。 

 

○平尾漁港漁場整備課長 先ほど説明で申し

上げましたように、近々の潮位データをもと

にして、今委員がおっしゃいました在築の、

まさに高潮災害が起きた後に、関係４課で共

通した外力設定等々に基づいて、計算手法に

基づいてということで計算した結果でござい

ます。 

 

○西岡勝成委員 牛深も四面海なんですけれ

ども、漁港地帯で、この近年の高潮という

か、潮位が上がっている関係で、仮に台風あ
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たりが来て湾奥に行きますと、さっき言いま

す気圧の関係とか、風の関係とか、一遍に押

し寄せる地域が幾つか感じとしてあるんです

ね。住民の人たちも非常に――ふだんから道

路が冠水したり、いろいろ対応はしてもらっ

ていますけれども、そういう地区が何カ所か

ある。この防災計画にしても、ハザードマッ

プにしても、そういう地域は地域でもう最初

から捨ておいて逃げるように、最初から整備

ができるわけじゃないので、お年寄りが多い

中で、やっぱり避難を勧告するような場所が

幾つも私はあるような感じがするんですね。 

 これを見ると、そういうところの必要はな

いような感じさえしてしまうんですけれど

も、そういう理解でいいんですかね。 

 

○平尾漁港漁場整備課長 今回の検証は、潮

位データ等々がそろっている、先ほど申しま

した31海岸、これは、海岸保全基本計画を策

定する際に代表点として抽出した点をもとに

しております。ですから、他の海岸について

は、明確に天端高の過不足については今申し

上げることはできません。ただ、31海岸の中

で、委員の方からも申していただいたよう

に、31分の30は一応合格点、31分の１が落第

点というふうな格好なんで、それから単純に

累計、推計はできませんが、おおむね整備水

準としては確保されているのではないかとい

うふうには思っております。 

 

○西岡勝成委員 熊本県の場合は、不知火町

でああいう災害が起きて、そこもそんなに別

に、仮にこういう調査をして、災害が起こる

前にしても、そんなに危険な状態じゃ私はな

かったと思うんですね。要するに、湾奥部

で、風が吹いて気圧が下がり、そういう悪条

件が重なって、ばあっといったような感じが

するんですけれども、そういうのが私は幾つ

もあるような感じがしてならないので、余り

にもこの調査結果が、何か楽観し過ぎやせぬ

かなと思ったりしたもんでお尋ねしたんです

けれども、それで、調査、いろんなデータに

基づいてされてあるとすればそれでいいんで

すけれども、やっぱり避難体制というのはつ

くっておかないと、海岸線は、簡単には私は

いかない部分が多いと思いますよ。 

 

○前川收副委員長 最後に、委員長、お願い

します。 

 

○村上寅美委員(長) 平尾課長、落第はどこ

ね。 

 

○平尾漁港漁場整備課長 申しわけございま

せん。河内港の海岸線でございます。 

 

○村上寅美委員(長) それで、だから、30の

ところをベースで安全だというあなたの説明

だけれども、それは今データに基づいて安全

だということは多としても、西岡先生話され

たように、やっぱりどういうアクシデントが

あるかわからないから、十分にそれは今後も

研さんしてするべきだと思います。 

 それから、落第は、また改めて落第のとこ

ろは、やっぱり特別にそれは施策を組んでく

れなきゃ、落第は打ち合わぬというわけじゃ

なかろうたい。どがんね。 

 

○平尾漁港漁場整備課長 済みません。そこ

のところは港湾課長の方にちょっと……。 

 

○手島港湾課長 港湾課です。 

 先生おっしゃるように、落第しているとこ

ろについては、ちゃんと何か手配をしていか

なきゃいかぬと思います。 

 

○村上寅美委員(長) 何らかの措置をする。 

 

○手島港湾課長 幸いに、波が越えるだけだ

もんで、絶対すぐせにゃいかぬということは
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ないんですけれども、必要だと思っておりま

すので、ぜひともやっていきたいと思いま

す。 

 

○鬼海洋一委員 簡単に２つだけ。 

 まず、20ページの原子力災害対策計画で、

情報の収集、連絡体制の整備ということか

ら、事業者及び所在県からの迅速な情報収集

体制の整備、これは要請中というぐあいに書

いてあるんですね。それで、この事業者とい

うのは明らかに九州電力ですけれども、ここ

は所在県ではありませんが、支社は熊本にあ

るんですけれども、そういうところとの連

携、あるいは将来の恒常的な組織という意味

で、どういうぐあいに考えておられるのかと

いうのが１点です。 

 それからもう一つは、先ほどからあってお

りますように、この基本的な取り組みについ

ては議論されておりますから、細かにまた整

備されていくというふうに思いますが、応急

体制の中で今取り組んでいなきゃならない課

題があると思います。それは、前回、９月議

会でちょっと紹介をしましたように、例え

ば、私のところは０メーター、１メーターぐ

らいでしょうかね、今。特別支援学校、養護

学校があります。ここは、避難すれば、何キ

ロも先しかもうなかですよね、山が、丘が。

だから、こぎゃんとはどぎゃんすっとよかつ

かなというふうに思いますね。 

 それと、例えば義務制の学校でも、海の音

が聞こえるところに建っている学校あたりも

県内では何カ所かあるというふうに思うんで

すが、こういうところは、そこ、単独校だけ

では体制とれるか、とてもできない状況だと

思います。そういうものも既に教育委員会の

中で取り組まれているというふうに思います

けれども、どういうぐあいに把握されながら

全体として支援する体制をおつくりいただい

ているのか。 

 この２つだけ。 

 

○佐藤危機管理防災課長 危機管理防災課で

ございます。 

 事業者としての九電との関係でございます

けれども、委員おっしゃられたとおり、熊本

支社を通じまして、一応連携体制はとれてい

るつもりでございます。11月７日に今回の原

発オンリーの委員会を開いたときも、九電の

方から、これは本社も交えて来ていただいた

り、また、連絡会議といいますか、うちとし

ましては、今調整会議を開催中でございます

ので、今後とも連携をしてやっていきたいと

考えております。 

 

○田中教育政策課長 教育政策課でございま

す。 

 今お尋ねの特別支援学校でございますけれ

ども、確かに、特別支援学校の子供たちにつ

きましては、自分で避難することが困難だと

いうような生徒さんもいらっしゃいます。具

体的な生徒個々人の対応といいますと、マニ

ュアルを作成しまして、この子供さんにはこ

の先生がというような形のマニュアルを作成

して、避難の訓練等をやっておりますし、特

別支援学校につきましては、特に、年に火災

訓練とか、それぞれに回数も多くやっている

ところでございます。それから、特に松橋養

護学校につきましては、寄宿舎生も44名ほど

おりまして、こちらは、夜間になりますと教

員も不足するということで、こちらにつきま

しては、地元の消防団と連携した夜間の避難

訓練等をやるようにしておりまして、各学校

につきましても、今回の地震を受けまして、

避難の訓練、それらのマニュアルを改めて徹

底するような指導をしているところでござい

ます。 

 以上です。 

 

○鬼海洋一委員 ありがとうございました。 

 単独校ではとてもできない、そういう問題
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が多々出てくると思いますね。ですから、ぜ

ひそれぞれの学校の現状把握をいただいて支

援をする、県として、あるいは周辺も含めて

支援をすべきものについて整理をしていただ

いて、具体的な対応をいただくようにお願い

しておきたいと思います。 

 

○松岡徹委員 瓦れき問題で、私は、これは

なかなか難しい問題で、基本的には放射能汚

染を拡散しないということと、それから住民

合意でやると、それから、やっぱりその費用

はもう全部国の負担でやるという、これが原

則だと思うんですけれども、僕の意見ですけ

れども、ここに全国都道府県議長会の要望書

というのが１月24日付のがあるんですけれど

も、この前文がなかなかよくできているとい

うふうに思うのは、いつかもここでも言いま

したように、クリアランスレベルで100ベク

レル以下は厳重にしよったのに、一気に8,00

0ベクレルになったのよね。議長会の要望書

も、何でこういうふうに一気になったのか

と、こういうのがやっぱり住民には不信を招

くし、説得力がないというような指摘をして

いるんですよ。 

 それから、例えば、放射能の測定も、結局

は瓦れきも焼却物もサンプル調査なんですよ

ね。ですから、当局の答弁でも、サンプル以

外のところに放射能がないという保証がある

のかというのは、それはありませんというよ

うな調子なんですよ。ですから、そこら辺の

ところは、やっぱりここの議長会の要望書で

言われているような点をきちっと政府に責任

ある検討をして、この際だから広げにゃんけ

んレベルを低めようという、そういうのじゃ

なくて、やっぱり放射能汚染は拡散しないと

いう原則に立って、同時に、瓦れき問題は瓦

れき問題で解決するということで、議長会が

せっかくこういう要望も出しておられるか

ら、熊本県としてもしかるべき対応をしたら

いかがかなという要望です。 

 

○前川收副委員長 御意見でよろしいですか

ね。 

 では、これをもって質疑は終結したいと思

います。 

 次に、閉会中の継続審査事件についてお諮

りします。 

 本委員会に付託の調査事件については、審

議未了のため、次期定例会まで本委員会を継

続して審査する旨、議長に申し出ることとし

てよろしいでしょうか。 

  (「異議なし」と呼ぶ者あり) 

○前川收副委員長 異議なしと認めます。 

 次に、その他に入りますが、何かございま

せんでしょうか。 

  (「ありません」と呼ぶ者あり) 

○前川收副委員長 ありがとうございまし

た。 

 それでは、その他を終わります。 

 本日は、今年度最後の委員会でありますの

で、まず、委員長の方から一言ごあいさつを

お願いしたいと思います。 

 

○村上寅美委員長 ちょっと所用でおくれて

まいりまして大変失礼をいたしました。 

 昨年６月、委員長に選任をいただき、前川

副委員長ともどもに本委員会を進めてまいり

ましたが、委員の先生方には、終始熱心に御

議論いただきましてありがとうございまし

た。 

 委員会は、東日本大震災による県内経済へ

の影響に関することを初め３件の付託調査事

件を審査してまいりました。そして、10月に

は被災地宮城県と東京都の臨海広域防災公園

へ、１月には二線堤としての防災機能も期待

される有明海沿岸道路へそれぞれ視察を行い

ました。特に、東日本大震災の非常に厳しく

生々しい現実を視察したことで、改めて課題

の重さを認識するとともに、その後の議論を

より深めていくことができたのではないかと
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感じております。 

 最後になりましたが、各委員並びに執行部

の皆さんには、ますますの御健勝、御活躍を

お祈りいたしまして、簡単でございますけれ

ども、委員長のあいさつにかえます。 

 １年間お世話になりました。 

 それから、１点だけ、その他のその他で聞

いてもらうけれども、鬼海先生がおっしゃっ

ていた問題について、やっぱり逃げ道がある

かないかというようなので教育委員会に問わ

れたけれども、これは健常者の普通の学校だ

って一緒だから、これは、沿岸の農水省とか

国土交通省、土木と農水とで、やっぱり縦で

なくて、プロジェクトか何かつくって、そし

て土木は土木で集落別に――場所別に違うん

ですよ。山がすぐあるようなところは――落

第の河内は逃げ道はあっとですよ、ミカン山

があるから。逃げ道さえ確保しておけば。し

かし、津波がもろに来ると。島原か、14キロ

しかないと。じゃあ道さえ、ぴしゃっと逃げ

道さえつくらないかぬと。だから、今、鬼海

先生が言われた、そこをモデルとしても、あ

るいは学校であっても、集落であっても、後

ろの背景がどうなのかというところには、ち

ゃんとそれは地域地域によってひとつ確立せ

にゃいかぬのじゃないですか。土木部長、道

路のあれはですね。それから港湾にも、漁港

にも、そういう要請は、プロジェクトとして

やってもらいたいなというのが１点。 

 もう一点は、企業立地課長はいらいらしと

ると思うけれども、国の方でいろんな施策が

組めないから海外に全部出てしまっていると

いうことだから、国で制度がないから仕方が

ないじゃ済まぬから、熊本でできることは何

なのかと、熊本なりということをやっぱり検

討してもらいたいと思うんです。そして、空

洞化ができるし、雇用も喪失するし、それか

ら不況にもつながるから、もう国がだめだか

らと言うてこうしとったっちゃいかぬと思う

とですよ。だから、熊本でできるのは何なの

かということの最善のことをぜひ――あなた

のところは商工ですか、プロジェクトという

か、協議をしてください。 

 この２つ要望しときます。 

 終わります。 

 ありがとうございました。 

 

○前川收副委員長 それでは、これをもちま

して第６回震災及び防災対策特別委員会を閉

会いたします。 

 ありがとうございました。 

  午後２時40分閉会 

 

 

 熊本県議会委員会条例第29条の規定により

ここに署名する 

  震災及び防災対策特別委員会委員長 
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